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■用語の定義 

 

都市公園 都市公園法第２条の規定により地方公共団体又は国が設置する公園又は緑地を指しま

す。 

広域公園 都市公園の種別の一つで、主として１つの市町村の区域を超える広域のレクリエーシ

ョン需要を充足することを目的とする公園で、地方生活圏等広域的なブロック単位ごと

に１か所あたり面積 50ha以上を標準として配置される公園を指します。 

公園管理

者 

都市公園法第２条の３の規定により都市公園を管理する者で、幕張海浜公園の陸側

ABCブロックにおいては、千葉県（千葉市は千葉県から都市公園法第５条の規定により、

管理許可を受けています）です。 

公園施設 都市公園の効用を全うするため、公園内に設けられる施設で、都市公園法第 2 条第 2

項のほか、同法施行令第 5 条、同法施行規則第 1条の 2 で規定されるものです。 

設置許可 都市公園法第 5 条の規定により、公園管理者（千葉県）以外の者が公園施設を設置し、

かつ管理を行うものを設置許可と言います。 

なお、使用料の発生を問わず、許可区域の維持管理は、原則、設置許可受け者が行いま

す(活性化施設は、事業者又は市が維持管理するため、民法の特別法である借地借家法は

適用されません)。 

事業者 幕張海浜公園活性化施設整備運営事業者募集要項（以下、募集要項という。）に基づき

選定され、本市と活性化施設の整備・管理運営に関する基本協定書を締結した者を指し

ます。 

活性化施

設 

幕張海浜公園における来園者サービスの更なる向上や、これまで以上に集客アップを

図る取組として、事業者が整備し、事業者又は市が管理運営を行う施設を指します。 
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第１ 事業実施の背景と目的 

１ 背景 

本市美浜区に位置する幕張新都心は、東京都心と成田空港のほぼ中間地点に位置し、コンベンシ

ョン施設をはじめとして、宿泊施設、商業施設等が集積し、「職・住・学・遊」が融合した未来型の

国際都市として千葉県（旧企業庁）により整備されました。 

現在、旧企業庁は幕張新都心の都市整備の役割を終えつつあり、今後は本市が幕張新都心のまち

づくりの舵取りを担っていくこととしています。本市にとって、幕張新都心は先の立地条件の優位

性と各種都市機能の集積からみて、今度とも市の都市ブランド向上を図っていく上で、特に重要な

役割を担うエリアと捉えています。 

幕張新都心のなかでも幕張海浜公園は、最も規模の大きな都市公園であり、JR 京葉線の海浜幕張

駅と海辺とに囲まれたエリアに位置しています。同公園は、本市が掲げる海辺の将来像である海辺

のグランドデザインの推進や、海辺を生かした都市アイデンティティの確立を図る上で、重要な場

所に立地しており、広域的な目線では、広域公園として本市のみならず、幅広く県民に利用される

性格性をも有していることから、幕張新都心の公園緑地なかでも社会資本としての価値をより一層

高めていくことが必要な空間であると捉えています。 

幕張新都心の今後のまちづくりを展望していく際には、幕張メッセがオープンした 1989 年頃の

社会情勢とは異なり、現代の成熟社会やニューノーマルを意識したまちづくりを展開していく必要

があると考えています。本市は地元自治体として、幕張新都心を生活圏とし、この地域で働く方や

暮す方と同じ目線に立ち、幕張海浜公園に交流やコワーキングの場、また、飲食の場といった新た

な機能を付与していくことで、社会資本としての当該公園の日常の価値を高め、引いては遠方から

訪れる方をも引き付ける空間の形成を図り、もって幕張新都心全体の都市ブランドの向上を図って

いきたいと考えています。 

このような考え方のもと、本市では、幕張海浜公園の公園管理者である千葉県と協議し、幕張海

浜公園の陸側 ABC ブロックについては、管理運営に関する協定を締結し、平成３１年４月からは

本市が主体的に管理運営を担っています。 

この度、過年度に実施した幕張海浜公園の魅力向上に向けたサウンディング調査等の結果を踏ま

え、民間提案をもとに公園活性化事業を実施することとしました。本公園での公園活性化事業の実

現は、海辺のグランドデザインで掲げる海辺部の公園緑地の一体的な活用につながる一歩になるも

のと考えています。 

 

２ 目的 

本市では、地元自治体ならではの公園活用の視点として、幕張新都心を生活圏として、この地域

で働く方、暮らす方を中心に、また、遠方から街に訪れる方にとっても社会資本としての幕張海浜

公園の日常の価値を高めていきたく、緑豊かな環境の中で交流やコワーキング等が可能な空間の形

成や、夜間も飲食が可能な飲食施設といった活性化施設の開設を計画することとしました。 

この活性化施設の計画の実現にあたって、本市と目的を共有し、施設の整備や運営について、民

間ならではの提案と事業ノウハウを持って取組む、民間事業者を公募することとします。 
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第２ 事業概要 

１ 事業名称 

・幕張海浜公園活性化施設整備・運営事業 

２ 対象地 

・幕張海浜公園 B ブロック「にぎわいの広場及びその周辺地域」約３ha 

（１）位置 

千葉市美浜区ひび野２－１２１ 

 

（２）事業範囲 

事業範囲は、下記の範囲とします。 

 

幕張海浜公園 ABCブロック   「にぎわいの広場及びその周辺地域」  にぎわいの広場の写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）公園概要及び周辺環境 

ア 現在の幕張海浜公園 

幕張海浜公園は、計画面積約７２ha の広域公園であり、内陸部の ABCブロックには、花時

計を有する大芝生広場、日本庭園の見浜園等が整備されています。また、千葉市地域防災計画

上は、災害時の指定避難場所に指定されています。 

 

イ 幕張海浜公園ABCの諸元（令和３年３月時点） 

項目 内容 

所在地 美浜区ひび野２－１１６外 

面積 ABCブロック：１９.４ha（公園全体：７１.９ha） 

区域区分・用途地域 市街化区域・第二種住居地域 

建蔽率／容積率 ６０％／２００％（別途、都市公園法に基づく建蔽率制限あり） 

その他都市計画 第一種高度地区（最高高さ 31m） 

土地及び施設所有者 千葉県 

主な施設 

（現時点） 

日本庭園・見浜園（16,500 ㎡）、茶室・松籟亭（227 ㎡）、公園

管理事務所（199 ㎡）、大芝生広場・にぎわいの広場、花時計 

A 

B 

C 



４ 

 

 

ウ 立地環境 

（ア）立地 

幕張海浜公園は、幕張新都心にあって、JR京葉線「海浜幕張駅」南口から徒歩約５分の距

離に位置しています。 

また、令和３年 1月には本市、東日本旅客鉄道株式会社及び、幕張新都心若葉住宅地区街

づくりグループ（代表企業：三井不動産レジデンシャル株式会社、構成企業：野村不動産株

式会社、三菱地所レジデンス株式会社、伊藤忠都市開発株式会社、東方地所株式会社、株式

会社富士見地所、袖ヶ浦興業株式会社）とで「京葉線海浜幕張駅における新改札口設置に関

する基本協定書」を締結し、改札口の増設に向けた取組を進めており、幕張海浜公園は、こ

の増設改札口からは、徒歩約１分の距離に位置することになります。 

（イ）地形・景観 

地形は、昭和５０年代に竣工した埋立地であり、平坦な土地が広がります。幕張海浜公園

の周辺は、中高層の集合住宅街や高層ビル群が立ち並ぶ都市的な景観が形成されています。 

（ウ）社会環境 

公園周辺の土地利用は、ホテル、ショッピング等が立地するタウンセンター地区、研究施

設や大学等が立地する文教地区、幕張ベイタウンや幕張ベイパークといった住宅地区から構

成されています。 

 

３ 事業スキーム 

本事業のスキームは、本市が公園管理者（千葉県）から都市公園法第５条の規定による設置許可

を受け、本市と事業者との役割分担に基づき活性化施設の整備と管理運営を実施するものです。。 

 

４ 役割分担 

本市と事業者との役割分担は、以下のとおりです。 

項目 費用負担者 施設所有者 管理運営の実施者 

活性化施設の整

備・運営 

事業者（後述４ １ (７)

の整備に要する費用も

ご参照ください） 

事業者 事業者 

既存施設の撤去

又は改修・運営 

事業者※ 事業者又は市（協議によ

り決定） 

 

※ 施設所有者については、原則、施設整備の費用を負担する事業者ですが、公共性の高い施設に

ついては、事業者から本市へと施設を寄付することも可能とします（詳細は、本市と事業者によ

る協議を経て決定します）。 

 

５ 事業期間・進め方 

（１）事業期間 

事業期間は、基本協定にて定める期間（２０年以内を想定）とします。 

なお、基本協定にて定める期間内に活性化施設の解体・撤去を実施し、原状回復を行う場合に

は、その期間までとします。 
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（２）事業の進め方 

事業者の募集・決定等については、以下のとおり進めていきます。詳細は後述する「６公募に

関する事項」に記載していますので、ご参照ください。 

 

⚫ 募集要項の公表 

市公式ウェブサイトにて公表します。 

⚫ 事業者の選定 

学識経験者で構成する外部委員による評価を基に、市が審査を行い、活性化施設の整備・

管理運営を行う事業者（予定者及び次点者）を決定します。 

⚫ 基本協定の締結 

市と事業者との間で、活性化事業を実施するための包括的な役割分担等について定めた基

本協定を締結します。 

⚫ 実施協定の締結 

基本協定の締結後、市と事業者との間で本事業の実施に向けた協議を行い、事業内容の詳

細について定めた実施協定を締結します。 

⚫ 設計等に係る協議 

事業者が活性化施設の設計を実施し、内容について市と事業者で協議を行います。設計内

容に関しては、公園管理者（千葉県）にも説明し、承諾を得る必要があるため、市とともに

公園管理者への説明等についてご協力をお願いします。 

⚫ 管理運営計画の提出 

上記の設計等に係る協議と並行して、活性化施設の管理・運営について、事業者が管理運

営計画を定め、市に提出します。市は、設計等に係る協議と同様に公園管理者に管理運営計

画の内容を説明し、承諾を得る必要があるため、市とともに公園管理者への説明等について

ご協力をお願いします。 

⚫ 設置許可等 

上記の設計等に係る協議及び管理運営計画の提出を踏まえて、市は公園管理者に活性化施

設の設置許可について申請します。 

また、事業者は、上記の設計等に係る協議を踏まえて、活性化施設の整備にあたって、建

築確認申請等の各種手続きを実施します。 

⚫ 工事着工 

⚫ 管理運営開始 

基本協定で定めた事業期間においては、市は公園管理者から設置許可を受けて、事業者が

活性化施設の整備・管理運営を実施します。 

⚫ 活性化施設の解体撤去 

事業者は、管理運営期間の期間内に市及び公園管理者と協議後、承諾を得て、活性化施設

の解体・撤去を実施します。 

⚫ 管理運営終了 
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（３）活性化施設の設置許可の期間 

設置許可の期間は、当初は１０年程度ですが、基本協定で定める事業期間内には、設置許可

の更新（５年程度）を可能とします。事業期間と設置許可期間のイメージは以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 事業スケジュール 

工程 時期 

募集要項の公表 令和 ３年 ８月 

事業者の選定 令和 ３年１２月 

基本協定の締結 令和 ４年 １月 

設計等に係る協議 令和 ４年 １月～ 

管理運営計画の提出 令和 ４年 １月～ 

設置許可等 令和 ４年 ７月～９月 

工事着工 令和 ４年１０月 

管理運営開始 令和 ５年 ７月～ 

活性化施設の解体撤去 令和２３年 ７月～（半年間程度） 

管理運営終了 令和２４年 ７月 （仮に事業期間を約２０年間と設定） 

 

  

20 年以内 事業期間（協定期間）

許可期間等

事業スケジュールの
イメージ

……

２０～３０年間

更新＞５年間更新＞５年間当初許可＞10年間

原状

回復等

協議･法令

手続き

施設整備・

改修等

営業期間

（維持管理・運営）

都市公園法（設置・管理許可）の場合 ※建築確認等他関係法令の手続きは別途。

着

工

供

用

開

始

営

業

終

了

保

証

金

還

付

事

業

評

価

事

業

評

価

事

業

評

価

許

可

手

続

協

定

締

結
事

業

者

選

定

20 年間 

≦ ≦ ≦ 
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第３ 活性化施設に対する本市の考え方 

１ 事業範囲の現状と課題 

事業範囲の B ブロックの「にぎわいの広場」は、幕張海浜公園のメインエントランスとして、来

訪者を迎える修景設備として噴水が整備されていますが、現在、その機能は停止しています。今後、

JR 京葉線海浜幕張駅に改札口が増設された際には、「にぎわいの広場」は駅から至近の場所となる

ため、公園のメインエントランスでありつつ、駅前の広場をも兼ねるような空間として再整備する

必要があると考えています。 

同広場は、住宅地区から JR 海浜幕張駅への主要動線上に位置し、幕張新都心で暮らす方にとっ

ては日常生活を営む上で重要なエリアとなっていますが、夜間には薄暗く感じられることもあり、

夜間の環境改善も同時に実施していくことが必要であると考えています。 

また、にぎわいの広場に隣接する「大芝生広場」では、主に幕張新都心で暮らす方の遊び場、散

策、休憩といったレクリエーション機能を果たしていますが、成熟社会やニューノーマルを意識し

た、これからのまちづくりを進めて行く上では、広大な芝生広場と周辺の緑豊かな環境を活かして、

幕張新都心で暮らす方だけでなく、働く方や訪れる方をも引き付ける新たなアメニティ環境や、コ

ワーキングも可能な環境の形成を図っていく必要があると考えています。 

 

２ 活性化施設のイメージとデザインに関する基本的な事項 

上記の活性化施設整備の方向性に基づき、本市では、以下のような活性化施設のイメージとデザ

インに関する事項を考えています。 

（１）活性化施設のイメージ 

（公園のメインエントランスかつ駅前の広場空間） 

・公園のメインエントランスかつ駅前の広場として、常に多様な人々が集まり、新たな改札口か

らも賑わいが視認され、幕張新都心で働く方、住む方を中心に、訪れる方をも自然と足を運び

たくなるような魅力的な空間の整備 

（飲食施設） 

・夜間の環境改善と新たなアメニティ環境として、幕張で働く方、暮す方を中心に昼間だけでな

く、夜間の賑わい形成にも資する飲食施設の整備 

（コワーキング他フリースペース） 

・公園の緑豊かな環境を活かし、様々な交流等が可能な空間活用として、幕張で働く方を意識し

たコワーキングスペースをはじめ、幕張新都心で暮らす方や訪れる方の多様な活動を呼び込め

るフリースペースの整備 

 

（２）デザインに関する基本的な事項 

・公園のメインエントランスかつ駅前の広場には、新たな改札口から視認されるような目を引く

特徴的なもの（例：再整備した噴水 等）を設け、改札口と一体となって公園も再整備されたこ

とを印象づけるようなデザインとしていく。 

・飲食施設は、夜間に明るいイメージとなるよう、オープンテラスや、客席部分をガラス張りと

して屋内の明るさがガラス越しに屋外へと広がるようにする等、店内の光が外へと広がり、明

るさが視認できるようなデザインとしていく。 

・コワーキングスペースをはじめ、多様な活動を呼び込めるフリースペースの整備は、屋外の緑
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環境を視認しつつ、事務的な業務が可能な空間とし、この他多様な活動が両立できるように互

いに調和がとれたデザインとしていく。 

・活性化施設に共通するデザインに関する基本的な事項として、周辺景観と調和した外観として

いく。 
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第４ 提案にあたっての条件等 

１ 活性化施設の設置条件 

（１）設置を求める公園施設の種類と機能 

必須提案 

都市公園法第２条第２項第１号に規定されている園路及び広場機能の導入、また、都市公園法

第２条第２項第７号及び同法施行令第５条第６項に規定されている便益施設及び、同法第２条第

２項第３号及び同法施行令第５条第２項に規定されている休養施設で以下の機能の導入を必須

とします。 

なお、宿泊事業や婚礼事業に関する施設は不可とします。 

 

➀公園利用者が利用するメインエントランスの改修 

➁公園利用者に飲食・物販を提供する飲食施設 

➂公園利用者がコワーキングをはじめ多様な目的で利用可能なフリースペース 

 

任意提案 

上記以外に、その他の公園施設（以下、その他施設という。）を設置する場合は、都市公園法第

２条第２項第１号及び同法施行令第５条各項に規定されている園路広場、修景施設、休養施設、

遊戯施設、運動施設、教養施設、便益施設、管理施設、その他の施設等とし、公園施設に該当し

ない施設の設置は認めないものとします。 

なお、任意提案おいても宿泊事業や婚礼事業に関する施設は不可とします。 

 

（２）設置場所 

活性化施設の設置が可能な場所は「添付資料 事業区域図」の「にぎわいの広場及びその周

辺エリア」の区域内とし、既存の公園利用者の動線に配慮するものとします。 

 

（３）設置可能な建築面積 

活性化施設の建築面積は、提案に係る施設全体で 200 ㎡～1,500㎡以内とします。 

 

（４）設置管理（営業）の開始時期 

公募対象公園施設の供用の開始時期は、令和５年７月を予定していますが、詳細な時期につ

いては、市と事業者との協議を踏まえて決定していきます。 

 

（５）設置許可使用料の提案 

事業者は、必須提案及び任意提案の施設の内容や収益性について、市に資料を提出し、市は、

その内容を基に使用料の扱いについては、以下のとおりです。 

収益性があると決定した場合には、事業者は、施設の設置許可面積に対して、下表に記載した

使用料の最低基準額以上で自ら提案した単価を乗じた額について、市に支払うものとします（市

は、県が定める使用料を県に支払うものとします）。ここで、設置許可面積には建築物の範囲以
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外に、飲食施設を設置した際のオープンテラス等、活性化施設の利用者しか利用できない屋外部

分の面積も含まれるものとし、設置許可面積の決定にあたっては、設計等に係る協議を経て、市

が精査確認し、県と協議して決定します。 

 

提案項目 許可分類 収益性 使用料の最低基準額 備考 

必須提案 設置許可 
有り 430 円/㎡ 

➁飲食施設、 

➂コワーキング等可能

なフリースペースを想

定 

無し 0 円/㎡ ➀駅前の広場を想定 

任意提案 設置許可 
有り 430 円/㎡  

無し 0 円/㎡  

 

（６）剰余金の還元 

必須提案及び任意提案施設の運営において、事業者の管理運営計画（活性化施設の建設費

含む）における収支と実績を踏まえて想定以上の収益がある場合、その一部を市に還元する

ものとします。現在のところ、以下の計算方法に基づく剰余金の還元を最低限必要としてお

り、これを上回る剰余金の還元に係る提案も可能とします。 

 

【計算方法】 

 

一事業年度において、剰余金（総収入額が総支出額を超える場合におけるその超える部分

の金額）が生じ、原則として、剰余金が当該年度の総収入額の１０％に当たる額を超える場

合には、剰余金と当該年度の総収入額の１０％に当たる額の差額の２分の１の額を市に還元

するもの。なお、決算により損失が生じた場合、市がこれを補填することはありません。 

 

【計算例】 

 

 収入 支出 剰余金 

活性化施設運営業務 

（建設費含む） 
1,500 万円 1,100 万円 400 万円 

 

利益の還元額＝（400 万円－1,500 万円×0.1）／2 ＝ 125 万円 

 

（７）整備に要する費用（検討中） 

本市が建設負担金として負担する額は、以下に示す額の範囲内かつ、対象となる建設に要す

る費用に対して９割を上限とします。 

建設負担金の交付にあたっては、活性化施設及びその他施設の設計等に係る協議を経て、事

業者から提出された最終的な計画内容とその工事費内訳に基づき、本市が金額を精査（数量、

単価設定等が適切かどうかを確認するものとし、単価設定については、本市が工事発注する際
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の標準単価を参考にするとともに、類似整備の設計金額と契約金額との割合等を加味するもの

とします）した上で、本市と事業者とで協議し決定します。 

なお、建設負担金の対象となる経費は、既存施設の撤去費、移設費及び改修費、並びに収益

施設（収益性のある必須提案施設、任意提案施設）を除いた新規施設の建設費に充当できるも

のとします。 

建設負担金の上限額 

検討中 

 

（８）地域への配慮 

事業者は、活性化施設の整備・運営にあたって、幕張新都心に立地する企業や商業者及び地

域住民、幕張海浜公園海側 D・E・F ブロックの管理運営者等に配慮しつつ事業に取組んでいく

こととします。 

 

２ 管理運営に関する事項 

（１）必須提案及び任意提案施設に係る管理運営の実施 

事業者は、必須提案及び任意提案施設について、管理及び運営を行うものとします。詳細

は、管理運営計画で定め、管理の水準については、別紙１要求水準書を満たすものとします。

管理運営の経費については、基本的には活性化施設での収益により賄っていただきます。 

なお、事業者が既存施設の撤去又は改修を実施した場合に、事業者が管理及び運営を行うこ

とを原則としますが、本市が公共性の高い施設と認める場合にあっては、本市と事業者とで協

議し、当該施設の管理を本市が担うことも可能とします。 

 

３ 公募実施に関する事項等 

（１）公募への参加資格 

ア 応募者の資格 

（ア）法人や法人グループに係る事項 

・応募者は法人（以下、「応募企業」という。）又は法人のグループ（以下、「応募グルー

プ」という。）に限ります。 

・グループで応募する場合は、グループを構成する企業（以下、「構成企業」という。）の

うち１者を代表企業と定めることとし、代表企業が認定計画提出者となるものとしま

す。なお、共同企業体として応募することも可能とします。 

・応募企業又は応募グループのすべての構成企業について、平成３０年度及び令和元年度

の決算において債務超過でないこととします（令和２年度については、新型コロナウイ

ルス感染症の影響を考慮し、当該年度については債務超過の判断には含めないものとし

ます）。 

 

（イ）実績に係る事項 

・応募企業又は応募グループの構成企業は、必須提案及び任意提案施設の建築、整備、運

営を行うための十分な資本力や経営力及び信用を有するものとします。 

・応募企業又は応募グループの構成企業のうち、少なくとも１者は、必須提案及び任意提

案施設と同等又はそれ以上の規模の施設の運営の実績を有することとします。 
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イ 応募の制限 

・応募企業又は応募グループのすべての構成企業において、次の項目のいずれかに該当する

者は、応募することができません。 

・会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続き開始の申立て、民事再生法（平

成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き開始の申立て、破産法（平成 16年法律第 75

号）に基づく破産の申立てを受けている法人 

・当該法人の設立根拠法に規定する解散又は清算の手続きに入っている法人 

・地方自治法施行令第 167 条の 4 に該当する法人 

・募集要項の配布日から、応募登録までの間に、千葉市物品等入札参加資格者指名停止措置

要領、千葉市建設工事請負業者等指名停止措置要領、千葉市小規模修繕業者登録制度実施

要綱に基づく指名停止措置を受けている法人 

・募集要項の配布日から、設置等予定者決定通知日までの間に、建設業法第 28 条に定める指

示又は営業停止を受けている法人 

・最近の３年間において、法人税、本店所在地の法人市町村税、固定資産税、消費税及び地

方消費税の滞納のある法人（徴収猶予を受けているときは滞納していないものとみなす。） 

・千葉市暴力団排除条例（平成 24 年 6月 28 日条例第 36号）に定める暴力団、暴力団員等、

と密接な関係を有すると認められる法人。 

 

ウ 応募条件 

・重複提案を禁止するため、１団体１応募とし、複数の応募はできません。 

・応募企業は、他の応募グループの構成企業となることはできません。また、同時に複数の

応募グループにおいて、同一の法人が応募グループの構成企業となることはできません。 

 

エ 応募グループの構成企業の変更 

・応募グループの場合、構成企業の変更は、参加申請書類の提出以降は原則として認めませ

んが、やむを得ず、構成企業を変更又は追加する場合には、別紙４提案様式集に示す申請

様式を市に提出し、承諾を得るものとします。 

 

（２）応募手続き 

応募手続きは以下のとおりです。 

工程 時期 

募集要項の公表 令和３年 ８月 ４日（水） 

説明会の参加申込 令和３年 ８月２０日（金） 

説明会 令和３年 ８月３０日（月） 

質問受付 令和３年 ８月 ４日（水）～ ９月３０日（木）１７時まで 

回答期間 令和３年 ８月 ４日（水）～１０月１５日（金）まで 

応募登録 令和３年１１月３０日（火）１７時まで 

事業者の選定 令和３年１２月 

選定結果の通知 令和３年１２月 
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基本協定の締結 令和４年 １月 

 

ア 募集要項の公表 

募集要項は市公式ウェブサイト（緑政課のホームページ）において公表します。 

・公表日：令和３年８月４日（水） 

・ウェブサイト：https://www.city.chiba.jp/toshi/koenryokuchi/ryokusei/ 

 

イ 説明会の参加申込、説明会 

活性化事業の事業者募集に係る説明会を開催しますので、参加を希望する場合は、事前申込

をしてください。 

なお、説明会に参加しなくても応募は可能です。また、参加しないことにより審査で不利にな

ることはありません。 

・説明会 ：令和３年８月３０日（月） 

※ 時間帯は別途連絡します。 

・開催場所：幕張海浜公園を予定 

※ 集合場所は別途連絡します。 

・参加人数：１社２名まで、グループで参加する場合は４名まで 

・事前申込：別紙様式により、令和３年８月２０日（金）１７時までに以下の件名・必要事

項を記載した電子メールを千葉市緑政課（ryokusei.URP@city.chiba.lg.jp）まで

送付ください。また、電話連絡（043-245-5774）もお願いします。 

（説明会への参加申込み電子メール） 

件名：幕張海浜公園活性化事業説明会 

本文：法人名、代表者名、参加者氏名、連絡担当者名、 

連絡先の電話番号、電子メールアドレス 

 

ウ 質問受付・回答期間 

応募登録した応募法人又は応募グループは、本募集要項に関して質問がある場合、質問書を

提出してください。回答内容については、本募集要項と同等の効力を持つものとします。 

・使用様式：別紙3 提案様式集 様式３ 

・質問受付：令和３年８月４日（水）～ ９月３０日（木）１７時まで 

・提出方法：応募登録時に登録した電子メールアドレスから千葉市都市局公園緑地部緑政課 

（ryokusei.URP@city.chiba.lg.jp）あてに送信してください。 

・回答期間：令和３年８月４日（水）～１０月１５日（金）まで 

・回答方法：市公式ウェブサイト（緑政課のホームページ）にて公表します。 

 

エ 応募登録 

本事業に応募する場合は必ず応募登録してください。応募登録は、応募法人又は応募グル

ープに限ります（個人での応募登録は不可とします）。応募登録の方法は、次のとおりです。 

・使用様式：別紙3 提案様式集 様式２ 

・申込期間：令和３年８月４日（水）～１１月３０日（火）１７時まで 

・申込方法：受付場所へ持参又は郵送（令和３年１１月３０日（火）必着） 

https://www.city.chiba.jp/toshi/koenryokuchi/ryokusei/
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・受付場所：千葉市都市局公園緑地部緑政課 

 

オ 応募登録 

応募法人又は応募グループのすべての構成企業について、活性化事業の予定者及び次点者の

選定前までに、本事業に従事する市職員に対して、本事業に関することについて接触は禁止し

ます。接触の事実が認められた場合は、失格となります。 

また、募集要項の配布日から選定結果の通知までは、応募者に限らずいかなる者からの提案

内容、審査内容等に関する問合せには応じません。 

 

（３）選定評価基準 

詳細な評価方法や選定基準については、別紙2評価基準書を参照してください。 

事業者の選定は、別紙3提案様式集に基づき作成され提出された提案資料について、千葉市公園

等活用事業者選定委員会設置条例に基づく、学識経験者で構成された「千葉市公園等活用事業選定

定委員会（以下「選定委員会」という。）」が評価を行い、市が事業予定者及び次点を選定します。 

選定結果は、速やかにすべての応募者に対して文書にて通知することとし、電話等による問い合

わせには応じません。また、選定結果については市公式ウェブサイト（緑政課のホームページ）へ

の掲載・市政記者クラブへの資料提供等により、以下の内容を公表します。 

なお、事業予定者の提案内容については、情報公開条例に基づき公開することがあります。 

○事業予定者及び次点として選定された団体の名称 

○パース等による提案の概要 

○各応募法人又は応募グループの総得点等 

 

（４）保証金の納付 

事業者は、公園使用料その他本事業から生じる債務（現状回復に要する費用）の担保として、

市に保証金を預託するものとします。保証金の納入時期や納入額の算定方法などについては、別

紙5実施協定書（案）を確認してください。 

保証金は、事業期間中、市が無利息で預かることとし、事業期間の満了又は解除に際し、認定

計画提出者による原状復旧が完了した後、未払い等の債務があればその弁済に保証金を充当した

残額を返還します。 

 

（５）協定の締結等 

ア 基本協定 

事業予定者は、市と協議の上、本事業を実施するための包括的な役割分担等について定めた

基本協定を市と締結します。 

 

イ 実施協定 

基本協定の締結後、市と事業者との間で本事業の実施に向けた協議を行い、事業内容の詳細

について定めた実施協定を締結します。 

 

ウ 活性化施設の設置許可 

事業者は、活性化施設の設置の開始時期までに、市と協力して、県から設置許可を受け、事
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業者の負担において整備、維持管理及び運営を行います。設置許可期間（更新期間も含む。）

には、活性化施設の建設に係る期間を含むものとします。 

許可等を取り消し又は更新しない場合（事業者が事業を途中で中止する場合を含む。）には

活性化施設を撤去し、更地にして市に返還することとします。ただし、市が次期事業者を選定

し、現事業者と次期事業者との間で、現提出者が有する権利の譲渡が確実になされることが見

込まれ、かつ、これらの譲渡について県及び市が同意した場合は、この限りではありません。 

なお、事業者が活性化施設の撤去・更地返還を行わない場合、市は事業者が預託した保証金

をもって事業者に代わり撤去・更地工事を行い、その費用が保証金を超過する場合はその超過

分を事業者へ請求するものとします。 

 

エ 管理運営計画の提出・承認 

事業者は、活性化施設の設置許可の申請時までに、事業を実施するための詳細な計画である

「管理運営計画」を市に提出し、市の承認を受けるものとします。管理運営計画の期間は許可

期間と同一とします。 

 

（６）リスク分担等 

ア リスク分担 

本事業の実施における主なリスクについては、以下の負担区分とします。リスク分担に疑義

がある場合又は、リスク分担に定めのない内容が生じた場合は、市と事業者が協議の上、負担

者を決定するものとします。 

 

リスクの種類 内容 
負担者 

市 事業者 

法令変更 
設置許可に影響を及ぼす法令等の変更 〇  

上記以外の法令等の変更  〇 

税制リスク 税制変更  〇 

土壌汚染 本公園において土壌汚染が発見された場合※１ 協議事項 

第三者賠償 
故意又は過失により工事・維持補修・運営において第三

者に損害を与えた場合 
 〇 

物価 事業者決定後のインフレ、デフレ  〇 

金利 事業者決定後の金利変動  〇 

不 可 抗 力

（活性化施設） 

自然災害等による業務の変更、中止、延期、臨時休業 
 〇 

資金調達 必要な資金確保  〇 

事業の中止・

延期 

市の責任による中止・延期 〇  

事業者の責任による中止・延期  〇 

事業者の事業放棄・破綻  〇 

申請コスト 申請費用の負担  〇 

引継ぎコスト 施設運営の引継ぎ費用の負担  〇 

施設競合 競合施設による利用者減、収入減  〇 
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需要変動 当初の需要見込みと異なる状況  〇 

運営費の増大 
市以外の要因による運営費の増大  〇 

市の責任による運営費の増大 〇  

施設の修繕等

（活性化施設） 

施設、機器等の損傷 
 〇 

債務不履行 
市の協定内容の不履行 〇  

事業者の事由による業務又は協定内容の不履行  〇 

性能リスク 市が要求する業務要求水準の不適合に関するもの  〇 

損害賠償 
施設、機器等の不備による事項  〇 

施設管理上の瑕疵による事項  〇 

警備リスク 事業者の警備不備によるもの  〇 

運営リスク 
施設、機器等の不備又は、施設管理上の瑕疵並びに火災

等の事故による臨時休館等に伴うリスク 
 〇 

資料等の損失 
管理者としての注意義務を怠ったことによるもの  〇 

上記以外 〇  

本事業への苦

情・要望対応 

本事業の募集・事業者選定に対する反対等の苦情・要望

等への対応 
〇  

周辺地域・施

設利用者対応 

事業者決定後の周辺地域との協調、施設の管理運営業務

の内容に対する住民及び施設利用者からの苦情・要望等

への対応 

〇 〇 

情報の安全管

理 

市の責めに帰すべき事由による個人情報の漏洩による

賠償費用 
〇  

事業者の責めに帰すべき事由による個人情報漏洩  〇 

 

※１ 土壌汚染に関する調査の費用負担は事業者とします。調査の結果、汚染物の除去が必

要となった場合の費用については市、関係する行政機関及び事業者で協議します。 

※２ 自然災害（地震・台風等）等不可抗力への対応 

○ 災害により施設が損傷した場合は、事業者で応急復旧すること。 

○ 活性化施設が復旧困難な被害を受けた場合、市は、事業者に対して当該施設等に関す

る業務の停止を命じることがあります。 

○ 災害発生時には、市は、事業者に対して業務の一部又は全部の停止を命じることがあ

ります。 

○ 業務の一部又は全部の停止を命じた場合であっても、市は事業者の運営する活性化施

設の休業補償はしない。 

 

イ 損害賠償責任 

事業者は、本事業の実施にあたり、事業者の故意又は過失により、市又は第三者に損害を与

えたときは、事業者がその損害を、市又は第三者に賠償するものとします。 

また、市は、事業者の故意又は過失により発生した損害について、第三者に対して賠償を行

った場合、事業者に対して、賠償した金額及びその賠償に伴い発生した費用を求償することが
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できるものとします。 

活性化施設での事故に関する賠償保険については、設置許可受者たる事業者が加入してく

ださい。 

 

（７）事業破綻時の措置 

事業者は、基本協定の期間内に事業が破綻した場合、市の承認により別の民間事業者に事業

を承継するか、事業者の負担により活性化を撤去し、更地にして返還する必要があります。 

なお、事業者が活性化施設の撤去・更地返還を行わない場合、市は事業者が納入した保証金

をもって事業者に代わり撤去・更地工事を行い、その費用が保証金を超過する場合はその超過

分を事業者へ請求します。 

 

（８）関連法令の遵守 

活性化施設の内容は次の法令及びその他各種関係法令を遵守及び準拠したものとしてくださ

い。事業の実施にあたり必要な手続きは事業者の負担により実施してください。 

 

ア 法令等 

・都市計画法 

・都市公園法 

・地方自治法 

・建築基準法 

・その他関連する法令等 

 

イ 条例等 

・千葉県立都市公園条例 

・千葉市都市公園条例 

・千葉市景観条例 

・千葉市屋外広告物条例 

・千葉市暴力団排除条例 

・千葉市情報公開条例 

・千葉市個人情報保護条例 

・千葉市受動喫煙の防止に関する条例 

・千葉市新型コロナウイルス感染症対策条例 

・その他関連する条例等 

 

ウ 参考基準等 

・建築工事標準詳細図（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

・官庁施設の基本的性能基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

・官庁施設の環境保全性基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

・建築設備設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

・建築設備計画基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 
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・都市公園における遊具の安全確保に関する指針（国土交通省） 

・遊具の安全に関する規準（日本公園施設業協会） 

・都市公園における遊具の安全確保に関する指針（改訂第２版、及び別編） （国土交通省） 

・公園施設の安全点検に係る指針(案) (国土交通省) 

・都市公園の樹木の点検・診断に関する指針(案) （国土交通省） 

・国土交通省土木工事積算基準（国土交通省） 

・千葉市地域防犯計画 

・新土木工事積算体系の解説 

※上記仕様書等については、契約締結時の最新版による。 

なお、各仕様書等の改訂が行われた際は、取り扱いについて市と協議すること。 

 

（９）情報公開 

本事業の公募において、事業者が千葉市に提出した資料は、千葉市情報公開条例に基づき公

開することがあります。 

 

【添付資料】 

・位置図 

・事業範囲図 

・事業区域図（整備当時図）（CAD） 

・施設平面図 

・地下埋設図 


